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第 9 章 労働：改革と争議、独立系労働組合をめぐって 




本章では、2013 年 7 月から 2015 年末までのスィースィー体制形成期を中心に、エジプ
トにおける労働問題の諸相を考察する。






動である。2011 年「1 月 25 日革命」前夜は、これら二つの潮流が共鳴し、「パン、自由、
社会的公正 (1)」に象徴される様々な主張を掲げた大きな社会運動へと収斂していた（清水
[2011]; 長沢 [2012a]; 金谷 [2012]; 鈴木 [2013]; 加藤＆岩崎 [2013]）。 
「革命」の一翼を担った労働運動の新たな争点は、官製労働組合への不満を背景に 2000
年代後半から増加していた独立系労働組合である (2)。彼らは「1 月 25 日革命」直後、活動
の自由度を一時広げたが、ムルスィー政権退陣を求める 2013 年 6 月 30 日のデモ、7 月 3
日の軍部介入 (3)を経たスィースィー政権樹立以降、軍主導体制が固まっていくなか、再び
国家の管理下に置かれつつある（Ramadan and Adly [2015]）。革命の担い手でもあった労
働者の置かれた環境はどのように変化し、そして彼らは具体的に何を求めてきたのか。
本章では、スィースィー体制形成期を中心に、エジプトの労働問題の諸相―改革と争議、
独立系労組の課題―を考察する。第 1 節は、問題背景として 2000 年代のナズィーフ内閣前
後からスィースィー体制形成期までの労働政策の変遷を概観する。第 2 節は、国内独立系
(1) 「社会的公正」の箇所に「尊厳（カラーマ）」が掲げられる場合も多い。
(2) 第 3 節で考察するように、官製労働組合をエスタブリッシュメントな組合とするならば、エ
ジプトでの独立系労組は日本でいうところの「ユニオン」に近い。














1.1 2000 年代の労働政策の大きな変化 








1980 年代以降、政府・公共部門は雇用全体の約 3 割～4 割を占めてきたが、ナズィーフ内
閣以降は 620~640 万人前後、全体の 3 割弱（24%～27%）で推移してきている（図 1 参照）。




(5) ここでの零細企業の従業員数は 1~4 名、小規模企業は 5~9 人、中規模企業は 10~99 人、大
企業は 100 人以上を想定。世界銀行[2017;134-135]を参照。
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(6) 社会保険等のない民間零細中小企業雇用よりも安定した政府雇用を望む若年層の「ミスマッ
チ失業」について、岩崎 [2017, 98-100]参照。 
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企業での過剰雇用という構造的問題 (8)をもたらした（清水 [1992]、河村 [2015]）。全就労
人口の 4 分の 1 ともされる公務員数の増加を背景に、政府・公的部門の人件費増に繋がっ
た。この政策は、2004 年 7 月のナズィーフ内閣期に凍結された。 
 
                                                   
(7) エジプトのインフォーマル雇用の古典的な研究として Abdel-Fadil [1980]、近年の研究とし
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＜2003 年統一労働法の制定＞ 
2000 年代の労働政策で最も重要な動きはナズィーフ内閣成立直前の 2003 年に導入され

















う報告もある（The Solidarity Center [2010]）。 
(9) 2003 年労働法は、官製労働組合であるエジプト労働組合連盟（ETUF）が 10 年近く抵抗した
後、最終的に合意した。同法では EUTF が唯一の合法的労働組合と規定される。
(10) 2003 年労働法第 104 条～第 108 条を参照。
(11) たとえば、Daily News Egypt [2013] The minimum wage’ defeat for ten million, 2013/09/23
を参照。同記事では、政府・公共部門労働人口を「480 万人」としており、通常言及される「600
万人以上」より大幅に低く見積もっていることに注意が必要。
（出所）ERF ウェブサイト Data Catalogue より筆者作成
（注）ERF が CAPMAS による労働人口パネル調査（ELMPS 1998; 2006; 2012)に依
拠して推計したデータを参照。ここでの比率は全労働人口を反映したもので
はないことに留意する必要がある。各年の有効回答数は、1998 年 4885 件、
2006 年 10,614 件、2012 年 17557 件。N.A.は未回答等。
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あった民営化は、ナズィーフ期に加速した。2009 年までには 382 の国営・公共企業が完全・
部分的に民営化され、売却額は 94 億米ドルに達した。特に高い経済成長率を示した 2004
年から 2006 年の 3 年間だけで 77 社（年平均で 25 社、1991 年から 2004 年までは年平均
10 社）が民営化された。民営化後の各企業のパフォーマンスにはばらつきが指摘されたが、
民営化した企業全体で約 75％の雇用が失われた（Badr El-Din [2014]）。 
こうした「不評」な民営化が進められるなか、売却額の査定をめぐる不正の噂や経営難・
業績不振の責を問われない経営層に対する労働者側の不信感は募っていった。売却後に残
った労働者にとっても労働時間や賃金等の待遇の悪化が報告され、2007 年から 2009 年ま
での国際食糧危機の影響を受けた食料品価格の高騰と併せ、労働者の不満はさらに高まっ
た（金谷 [2012]、The Solidarity Center [2010]）。 
 
＜インフォーマル雇用の増加と社会保険未加入問題＞ 
本節 1.1 の図 3 で確認したように、労働法改正や民営化の推進を背景に、インフォーマル
雇用の増加が改めて問題化している。エジプトの労働市場の実態把握は困難な状態が続い
てきたが、エジプト労働市場パネル調査（ELMPS）の実施により、近年分析が進められて
いる（岩崎 [2017]）。たとえば、同調査の 3 年分（1998 年、2006 年、2012 年）のデータ
を用いた Roushdy and Selwaness [2014]の分析は、民間部門における雇用契約の有無や社
会保険の適用の有無等について考察している。これによると、いずれの年も調査対象となっ
た民間部門の賃金労働者全体の 7 割以上が社会保険の対象外となっていた。フォーマル雇
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め、政治的リスクから改革は延期されてきた。 
2000 年代の実質賃金の低下に関して、カイロ・アメリカン大学の労働経済学者モナ・サ
イードがエジプトの代表的労働調査（1988 年と 1998 年のエジプト労働市場調査、2006 年
と 2012 年のエジプト労働市場パネル調査）を踏まえて分析している（Said [2015]）。1988













1988 1998 2006 2012 1988-98 Jun-98 Dec-06
859 675 803 900 -21 19 12
性 男性 934 703 826 900 -25 18 9
別 女性 678 572 747 800 -16 31 7
15－24 627 487 560 700 -22 15 25
年 25－34 768 597 767 845 -22 28 10
齢 35－49 1062 731 895 993 -31 22 11
50－64 1137 942 1180 1176 -17 25 0
大カイロ圏 1137 885 1075 1000 -22 21 -7
ｱﾚクｻﾝﾄﾞﾘｱ&ｽｴｽﾞ 1024 843 983 1000 -18 17 2
地 都市部デルタ 904 703 852 900 -22 21 6
農村部デルタ 783 654 826 891 -17 26 8
域 都市部上エジプト 705 585 734 800 -17 26 9
農村部上エジプト 705 509 672 850 -28 32 27
非識字 705 526 639 751 -25 21 18
ﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏなし識字 904 590 734 776 -35 24 6
教 小学校 940 691 708 800 -27 2 13
中学校 979 703 843 850 -28 20 1
育 普通科高校 1431 984 934 900 -31 -5 -4
職業訓練高校 776 596 767 900 -23 29 17
専門学校 949 678 897 1000 -29 32 11
大学以上 1311 928 1119 1083 -29 21 -3
部 農業 627 487 553 712 -22 13 29
工業 1055 731 826 950 -31 13 15
門 サービス 866 646 852 900 -25 32 6
官 政府 814 614 858 950 -25 40 11
公共企業 1175 913 1147 1227 -22 26 7












全労働人口は約 2618 万人、うち約 640 万人（労働人口の 4 人に一人）が公務員であった。
この数字が「過剰」なのかどうかについては国内でも一部疑問の声もある一方、財政支出（年
間 1260 億 LE、約 1572 億円）に見合う効率的な公共サービス (12)の提供や蔓延する腐敗・
汚職の防止を求める認識は国民の間でも広く共有されてきた（Adly [2016]）。 
新公務員法（2015 年第 18 号法）はこうした文脈でムバーラク期より準備されてきたも
のであり、スィースィー政権下の 2015 年 4 月に大統領令によって公布された。しかし、
2016 年 1 月 20 日、新たに発足した議会によって否決され、その後も討議が続いている (13)。
具体的にはどのような内容であったのだろうか。
2003 年労働法が民間部門を対象とした法規制であったのに対し、同法案は専ら政府機関

















(12) エジプトの公務員一人あたりの生産的労働時間は一日に 27 分、という驚くべき批判もある
（Al Tamimi & Co. [2016]）。公務員一人あたり何人の市民に貢献できるかという点で、エジプ
トは 13 人、インドネシアは 54 人、モロッコは 38 人という指摘もある（Golia [2015]）。
(13) その後、2016 年 7 月に国会承認。
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 前項で 2000 年代の実質賃金低下の問題を確認したが、賃金問題はエジプトの労働運動の
主要テーマの一つであり続けてきた。近年の発端は、物価上昇に伴い実質賃金が停滞ないし
下落してきたなか、2008 年 2 月のマハッラ・アル・クブラーの争議の中で 1,200LE（2008
年当時の為替レートで約 1 万 7500 円）という最低賃金の要求であった。「1 月 25 日革命」
を経て、2013 年 9 月、当時の暫定政府ハーズィム・ベブラーウィー内閣は「2014 年 1 月か
ら実施する」と発表したが、高まるストの中で同年 2 月後半、同首相は突然辞職した。 
 ベブラーウィー内閣が残した賃金に関する法律は、2014 年第 63 号首相令（2014 年 1 月
18 日付）である。同法令は 4 条からなる短いものであるが、最低賃金だけではなく、最高





も）に対する純収入は、最低限（筆者注：原文のまま）の 35 倍、あるいは 4 万
5000L.E.を超えないものとする。(2014 年 1 月 18 日付首相令第 64 号法)(14) 
 
 物議を醸してきた最低賃金 1,200L.E.は、法令では数字として明記されず、設定された最




働人口の 4分の 1しか恩恵を受けない」という批判もなされてきた(Al-Maṣrī al-Yawm 2013








                                                   
(14) 傍線は筆者による。Prime Minister Decree No. 63 dated the 18th of January 2014. 




事例として紹介された。2015 年 5 月 14 日のバーニー・サンダース米上院議員による TPP 反対
演説を参照（https://www.youtube.com/watch?v=O8JNkW7kSmE）。 
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を求める声とともに「1 月 25 日革命」以降各方面から批判の声があがっていた問題である。
スィースィー大統領は就任直後に自らの給与の半額を返上し、エジプトのための基金に寄
付することを表明したが、最高賃金設定に反対する声は各方面から挙がった。元国際労働機






2014 年 7 月、最高賃金設定については「警察や軍部、法曹界はこの対象外」と一時報道















「1 月 25 日革命」で一時休止状態を経て、スィースィー政権に大きなところで継承されつ
つ、やはり革命の影響が認められるといえよう。 
 
                                                   
(16) 中央銀行によるとエジプト国内には 40 の国営・民間銀行が操業するが、国営銀行 11 行は次
の通り：National Bank of Egypt (NBE)、Banque du Caire、United of Bank、Housing and 
Development Bank、Export Development Bank、Bank Misr、Principal Bank for Development 
and Agricultural Credit (PBDAC)、Arab Investment Bank (AIB)、National Investment Bank 
(NIB)、Industrial Development and Workers Bank of Egypt。 
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まず争議件数であるが、2002 年から 2014 年までの件数を確認する（グラフ１参照）。一
見して確認できるように、争議件数は経済改革を推進したナズィーフ内閣期に増加傾向と





ECESR のウェブサイトの該当ページは閲覧が 2017 年以降できなくなっていたが、
「ECESR の報告」として伝える報道によると、2015 年の争議数は 1736 件、2016 年の争
議数は 726 件であったという（Mada Masr 2016 年 12 月 26 日付; 2017 年 1 月 24 日付）。 
2002  2003   2004  2005  2006  2007  2008  2009  2010  2011  2012  2013  2014 
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 動乱後のエジプト－スィースィー体制の形成（2013～2015 年）－ 
（2） 争議の地理的分布 














 グラフ 2 が示す通り、労働争議に参加する労働者の比率は、圧倒的に政府部門（63%）が
                                                   
(17) ミスル紡績織物会社は 1927 年に設立されたエジプト最大の紡績関連会社（マハッラ本部）。
労働運動の中心として知られる。労働者数約 2 万～2 万 5000 人。 
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グラフ 1 で確認した 2013 年半ば以降の争議件数の減少は、決して「交渉の成果」による
ものではなく、治安当局による取り締まりの強化によるものであった。たとえば、2013 年
8 月に発生した民間のスエズ製鉄会社と Scimitar 石油会社（重油生産を取り扱うカナダ系
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えが行われた（長沢 [1984]）。長らく ETUF は、「暗黙の契約」の一方の当事者として独占
的地位にあったのである。同連盟の公式な組合員数は約 600 万人と、エジプトの労働人口
の約 5 分の 1 に達する (18)。長年にわたって政府・公的部門の労働者はほぼ強制・自動加入









①「労働組合労働者サービス・センター（the Center for Trade Union and Workers 
Services: CTUWS）」(19) 
②「エジプト独立労働組合連盟（the Egyptian Federation of Independent Trade Unions: 
EFITU）」 
③「エジプト民主労働議会（the Egyptian Democratic Labor Congress: EDLC）」 
④「アレクサンドリア労働者常設議会（the Permanent Congress of Alexandria Workers: 
PCAW）」 
 
こうした組織は全国レベルでの動員力には欠けていたが、「1 月 25 日革命」以降、2013
                                                   
(18) 2014 年末時点の労働人口は約 2960 万人（世界銀行）。 






が形成されていった。EFITU（2011 年 1 月 30 日成立）と EDLC（2013 年 4 月 23 日成立）
である。しかしこれら連盟の傘下にない独立系労働組合も存在した。実際には、独立系労働
組合の多くは混乱し、弱体で、分裂し、資金不足の状態が続いてきたという（Charbel [2015]）。 
EFITU の詳細は明らかでないが、2013 年に EFITU 関係者を招へいした日本の公益財団






















高まる中で発生した 2013 年 7 月 3 日の軍部の介入に対して、官製・独立系労働組合、左派
のグループ全体が一致して支持を表明した。しかし 2013 年半ば以降のスィースィー体制に
(20) 同財団のウェブサイトでも組合員数の表記が複数ある。同財団データベースの 2015 年 11 月
20 日付けの情報では、「組合員数は約 30 万人」、「加盟組合は 318 組合」とある。
(21) 「エジプト独立労働組合連盟（EFITU）」の事務局メンバーであったファーティマ・ラマダ
ンからの聞き取り内容による（2016 年 12 月 6 日）。
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統領の失脚直後のカマール・アブーイータの労働大臣任命である  (Charbel [2013a], 






独立系労働組合に対する風向きは、「1 月 25 日革命」直後の時期と比較して大きく変わっ





2016 年 3 月時点で判決の行方は未だ不透明ではあるが、抑えておくべき点として、労働
組合法に関する議論がある。ETUF を唯一の公的な労働組合と定めたのは 1976 年制定の労






その声明文のなかで、2014 年憲法の第 76 条に「国家は組合組織（syndicates and unions）
の独立性を保障すること」と謳っている、と指摘する（Charbel [2016]）。 
なお、この労働組合の結成の自由を阻害しているとして、ILO はエジプトを「労働者の権










































2016 年 2 月、イタリア人若手研究者がカイロ郊外で遺体として発見された。拷問の形跡
から警察関係者によるものではないか、とも噂され、内外に大きな衝撃を与えた。被害者と
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でお二人のご冥福をお祈りしたい。（2017 年 12 月 18 日） 
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